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平成２８年度秋田県地方創生有識者会議 議事録 

 

１ 日時 平成２８年８月２９日（月）午後１時３０分～午後３時３０分 

 

２ 場所 秋田県庁 １階 正庁 

 

３ 出席者 

○ 総合政策審議会企画部会委員 

  打川 敦   横手市観光協会会長 

  齊藤 民一  株式会社三栄機械代表取締役社長 

  深沢 義一  農事組合法人美郷サンファーム代表 

  三浦 廣巳  秋田県商工会議所連合会会長 

  山本 智   農園りすとらんて「ハーベリー」代表 

 

○ 総合政策審議会委員 

  児玉 一   鹿角市長 

  佐々木 哲男 東成瀬村長 

  野見山 浩平 日本銀行秋田支店長 

  涌井 良介  日本放送協会秋田放送局長 

 

○ 地元金融機関代表 

  高田 眞千  株式会社秋田銀行常務取締役 

 

○ 労働団体代表 

  黒﨑 保樹  日本労働組合総連合会秋田県連合会会長 

 

○ 県 

  粟津 尚悦  企画振興部長 

  島崎 正実  企画振興部地方創生監 

  鎌田 雅人  総務部次長 
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  妹尾 明   企画振興部次長 

高橋 修   企画振興部次長兼研究統括監 

  猿橋 進   観光文化スポーツ部次長 

  保坂 学   健康福祉部次長 

  菅沼 和也  生活環境部次長 

  湯元 巌   農林水産部次長 

  赤川 克宗  産業労働部次長 

  渡辺 雅人  建設部次長 

  村上 健司  出納局次長 

  佐藤 雅彦  教育次長 

  永井 広幸  警察本部警務部首席参事官兼警務課長 

  鶴田 嘉裕  企画振興部総合政策課長 

  

４ 開会 

□ 妹尾企画振興部次長 

 ただいまから、平成２８年度秋田県地方創生有識者会議を開会いたします。本日

進行役を務めさせていただきます、企画振興部の妹尾でございます。よろしくお願

いいたします。  

 

５ 企画振興部長挨拶 

□ 妹尾企画振興部次長 

 はじめに、企画振興部長の粟津より御挨拶を申し上げます。  

 

□ 粟津企画振興部長 

 今日は、大変お忙しい中、御出席いただきまして、本当にありがとうございます。 

また日頃から、県政の推進について、御理解・御協力をいただいておりまして、こ

の場をお借りして厚く御礼を申し上げます。  

委員の皆様には御案内のとおり、県では、「人口減少の克服」と「秋田ならでは

の地方創生」を進めようということで、「秋田県人口ビジョン」と「あきた未来総

合戦略」を昨年の１０月に策定したところでございます。この総合戦略については、
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現在の県政運営の指針であります「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」との整合

性を確保する必要があるということと、地方創生は官民一体で進める必要があると

いうことから、秋田県総合政策審議会の企画部会の委員の方々を中心にいたしまし

て地方創生有識者会議を設置させていただき、そこで様々な御意見を頂戴しながら

策定を行ったところでございます。その節は、委員の皆様には大変御難儀をおかけ

いたしました。重ねて御礼を申し上げます。  

この地方創生有識者会議でございますが、今年度以降は総合戦略の検証がメイン

になるということで、若干の組織の見直しをさせていただいたところでございます。

社会・経済情勢の変化等を踏まえながら、より効果的に総合戦略の取組を進めてい

くためには、地方創生有識者会議の御意見も頂戴しながら、いわゆるＰＤＣＡサイ

クルをしっかりと回していく必要があると考えております。今日はそうした観点か

ら、総合戦略の１年目であります平成２７年度の取組状況について、説明をさせて

いただきまして、御意見を頂戴し、それを今後の取組に反映させてまいりたいと考

えております。  

いずれにいたしましても、人口減少問題には息の長い取組が必要になります。県

といたしましては、これが県政の最重要課題であるという基本認識の下、戦略に掲

げた様々な施策・事業の効果を検証しながら、着実に推進してまいりたいと考えて

おりますので、委員の皆様には今後とも御指導賜りますようよろしくお願い申し上

げまして、開会に当たっての挨拶といたします。今日はどうぞよろしくお願いいた

します。  

 

６ 総合政策審議会企画部会長挨拶 

□ 妹尾企画振興部次長 

 続きまして、秋田県総合政策審議会企画部会長の三浦様より御挨拶をお願いいた

します。  

 

● 三浦部会長 

 ただいま御紹介いただきました、会長の三浦でございます。本日は大変暑いとこ

ろ、委員の皆様にも遠方より御参集いただきまして誠にありがとうございます。本

日は「あきた未来総合戦略」並びに地方創生交付金事業についての途中経過報告を
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踏まえて、検証していただくということでありますので、限られた時間であります

けれども、忌憚のない御意見をいただきたいと思います。  

 また、毎回申し上げておりますけれども、立派な計画は必要ですし、立派な目標

も必要ですが、それを成し遂げるものは我々民間であり、官民一体となった行動力

あるいは汗を流す情熱しかないと認識しております。本日の各委員の皆様も、それ

ぞれのお立場で、それぞれのジャンルで、大変な影響力や指導力のある皆様でござ

いますので、どうか計画の立案や検証とともに、一歩でもこの秋田県経済あるいは

活力が高まるような行動を並行して、共に進めていきたいと思います。色々な変化

の状況も、今日の説明の中であるかと思いますけれども、企業も自治体も地域も、

先ほど粟津部長からもありましたとおり、ＰＤＣＡサイクルの見極めをしながら、

健全な思いで行動をしていくことが重要だと思っております。  

地域間競争は一層激しくなるわけでありますけれども、よく考えてみますと、秋

田は大変な潜在能力を秘めております。我々もその大きな力に気づきを持って、な

いものねだりではなしに、本当にあるものを生かして、全国に、あるいは世界に発

信していく地域をつくりたいと願っている次第であります。どうか、本日の有識者

会議を意義のあるものとしていただきたいと思います。開会に当たりまして、一言

御挨拶申し上げました。本日はよろしくお願いいたします。  

 

７ 委員紹介 

□ 妹尾企画振興部次長 

 ありがとうございました。続きまして、本日御出席の委員の皆様を御紹介いたし

ます。  

 まず、秋田県総合政策審議会企画部会から、総合政策審議会会長の三浦廣巳様で

ございます。産業・エネルギー部会部会長の齊藤民一様でございます。農林水産部

会部会長の深沢義一様でございます。観光・交通部会部会長の打川敦様でございま

す。地域力創造部会部会長の山本智様でございます。  

次に、秋田県総合政策審議会委員から、児玉一様でございます。佐々木哲男様で

ございます。野見山浩平様でございます。涌井良介様でございます。  

続いて、地元金融機関を代表して、高田眞千様でございます。労働団体を代表し

て、黒﨑保樹様でございます。  
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そのほか、あいにく本日は御都合がつかず欠席となっておりますが、健康・医療・

福祉部会部会長の伊藤宏様、教育・人づくり部会部会長の高橋秀晴様、株式会社北

都銀行常務執行役員の九嶋敏明様におかれましても、当会議のメンバーとなってい

ただいております。  

 

８ 議事 

□ 妹尾企画振興部次長 

それでは、ここからの進行は秋田県総合政策審議会企画部会長の三浦様にお願い

したいと思います。よろしくお願いいたします。  

 

● 三浦部会長 

 それでは、暫時議事の進行を担当させていただきたいと思います。次第に沿って

始める前に、審議内容は議事録として県の公式ウェブサイトに掲載されます。その

際に、氏名を秘匿する必要は特にないと思いますので、総合政策審議会と同様に公

開で行いたいと考えております。皆様の御了解をいただきたいと思います。よろし

いでしょうか。  

 

【委員一同異議なし】 

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございます。それでは、御異議がないようですので、公開で進めてい

きたいと思います。  

 はじめに、議事（１）「あきた未来総合戦略の検証」及び（２）「地方創生交付金

事業の検証」について、事務局より御説明をお願いいたします。  

 

□ 島崎企画振興部地方創生監 

 地方創生監の島崎と申します。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、私

の方から、３０分ほどお時間を頂戴いたしますけれども、御説明させていただきま

す。  

 まず、資料１－１でございます。「あきた未来総合戦略における基本目標ごとの
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進捗状況について」という資料を配付させていただいております。先ほど、部長の

挨拶の中でも出てまいりましたけれども、この「あきた未来総合戦略」というのは、

従前から取り組んでおります「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」に掲げた取組

のうち、特に人口減少の抑制でありますとか、人口減少下における地域づくりに寄

与するもので、その取組を更に加速する必要があるもの、あるいは充実・強化する

必要があるものをピックアップしたものでございます。したがって、この戦略とプ

ランの方向性は同じでございまして、平成２７年度の実績については、従来からの

プランに沿った取組に併せまして、資料３にあります地方創生先行型交付金を活用

して取り組んだ成果でございます。  

 それでは、資料１－１を順に従って説明させていただきます。四つの基本目標を

掲げておりますが、一つ目は「産業振興による仕事づくり」です。これは雇用を創

出することによって、若者の県外流出や、さらには県外に進学した人、あるいはそ

れ以外のＵ・Ｉ・Ｊターンの人たちを秋田に呼び寄せるということで、いわば社会

減対策としてやっているものであります。（１）に数値目標を掲げております。目

標といたしましては、昨年度は「雇用創出数」ということで２，２３５人という目

標を掲げておりました。残念ながら、それを下回る２，０１１人という結果になっ

ております。したがいまして、達成率については９０％となります。達成度といた

しましては、１００％以上についてはＡ、８０％以上１００％未満がＢというよう

に、機械的に出させていただいておりますけれども、そういったところからいきま

すとＢということになります。それから、（２）に「基本目標を構成する施策検証

の結果」というものを書いております。これはどこからきているかといいますと、

資料１－２にＡ４判で基本目標ごとに掲げております。この「産業振興による仕事

づくり」というところでいきますと、１枚目の５に「基本目標を構成する施策検証

の結果」という項目がございます。（１）～（３）の三つの取組がございまして、

それぞれ（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）といった形で、四つずつ施策が組み立てられて

おります。一番右側の「施策検証の結果」を御覧ください。それぞれの施策を推進

した結果、平成２７年度については、例えば（１）（ア）の「成長分野への事業展

開と中核企業の育成」という部分では、「概ね順調」という評価をさせていただい

ております。同様に、（イ）の「企業経営の基盤強化と産業拠点の形成」という部

分でも同じく「概ね順調」、（ウ）、（エ）では「順調」、「やや遅れている」といった
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評価をさせていただいておりまして、それをまとめた数が、この資料１－１の（２）

に書いております。それから、（３）「施策ごとの重要業績指標（ＫＰＩ）の状況」

でありますけれども、これはどこからきているかと申し上げますと、今度はＡ３判

の資料２になります。資料２には、それぞれの施策ごとに細かい取組を記載してお

ります。例えば冒頭でいきますと、「航空機産業の振興」ということで、「航空機産

業の製造品出荷額」では、平成２７年度の目標を２６億円と掲げておりましたけれ

ども、実績といたしましては１７億円にとどまったということで、達成率としては

６５．４％で、Ｃということになります。この「産業振興による仕事づくり」の分

野では、こういった指標を４５個設けておりますが、その区分を先ほどの（３）に

記載しております。達成度のＡが２２、Ｂが１０、Ｃが４、Ｄが１、指標を設定し

ていなかったもの、あるいは現時点ではまだその結果が分からないものが全部で８

個ありまして、全部足しますと４５になるということになっております。次が、資

料の右側の（４）「推進状況」ということであります。ここに概略でありますけれ

ども、昨年度どういった取組をしてきたかということを書いております。地域産業

の競争力強化ということに関しましては、「航空機産業の製造品出荷額」、あるいは

「風力発電導入量」といったものを目標に掲げて取り組んできたところであります。

それから企業誘致を進めまして、一定程度の雇用創出が図られております。その一

方で、昨今戦後最高を更新するような雇用情勢が続いているといったところから、

「Ａターン就職者数」、ＡターンというのはＵ・Ｉ・Ｊターンの総称でありますけ

れども、そういった形で秋田に戻って就職される方、あるいは県内の大学を出てそ

のまま県内に就職してくださる方の数は、若干伸び悩みが見られるということであ

ります。それから二つ目は、農林水産業の分野であります。これについては、農業

法人の規模拡大、あるいは新規就農者の確保などといった取組のほか、園芸メガ団

地の整備による複合生産構造への転換でありますとか、６次産業化を進めておりま

す。それから、観光分野については、観光、食、交通、文化、スポーツ等が一体と

なった施策に取り組んだということでありますけれども、残念ながら宿泊者数とい

う点では伸び悩みが見られるということになっております。  

 次が、基本目標の２「移住・定住対策」という部分であります。これも、社会減

対策ということで取り組んでおります。数値目標といたしましては、一つが「Ａタ

ーン就職者数」ということで、先ほど説明申し上げましたように、伸び悩んでいる
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ということであります。具体的に見ていただきますと、１，４００人という目標を

掲げたわけでありますけれども、１，０８０人にとどまっております。これは、平

成２６年度に比べると若干伸びてはいるものの、目標には届かなかったということ

であります。それから、「本県への移住者数」も目標として掲げております。昨年

度の６０人という目標に対しましては、１２３人ということで大幅な増になってお

ります。ただ、この移住者数をどういうふうに見るかということに関しましては、

色々な見方があろうかと思います。本県におきましては、移住を希望する方はＮＰ

Ｏ法人の「秋田移住定住総合支援センター」に一旦登録していただいて、その中か

ら実際に秋田に移住した方のみをカウントしているという状況であります。したが

って、実際の数よりはもしかしたら少なめに出ているかもしれませんが、捉えよう

がありませんので、本県ではこの数をもって移住者数としております。（２）の「基

本目標を構成する施策検証の結果」では、こういった数字が出ております。それか

ら、それぞれのＫＰＩの状況については、「概ね順調」というところでほとんどが

とどまっている状況であります。具体的な「推進状況」であります。移住相談窓口

の拡充ということで、本県は、東京の有楽町に移住相談のための窓口を設置してお

ります。これは、移住の相談と、就職の相談の両方をやっているわけですけれども、

平成２６年度までは、日曜日は片方の人しかいなかったという状況が続いておりま

した。平成２７年度からは、土日もフルメンバーで対応をするようになったという

ことであります。それから、観光もそうでありますけれども、移住に関しても情報

発信を一生懸命やりました。それから、市町村においても受入体制の整備、例えば

移住相談員の育成といったような点で、大変協力をいただいているところでござい

ます。その次が、Ａターンということで、就職者数では目標を達成できなかったと

いうことになっておりますが、登録者数だけは増加をしております。それから、先

ほどもお話が出ましたけれども、「県内高卒者の県内大学進学率」を一つの目標と

して掲げております。やはりどうしても、県内の大学に進んだ人の方が県内に残る

確率が高いということで、伸び代はそんなに多くはないわけですけれども、取組を

行っているところであります。また今度は、実際に県外の大学に進んだ方に対して

どういうことをやっているかということでありますけれども、秋田で実際暮らしを

するといった場合、例えば東京と秋田の生活費の比較でありますとか、実際に企業

を訪問していただくというツアーを、東京と仙台の大学１年生から３年生までを対
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象に行ったところであります。それから、これはもう一つの大きな取組であります

けれども、来年の春に就職する方々を対象にしております奨学金の返還助成制度で

す。秋田に就職をしていただければ、その一部を助成するといったような措置を創

設したところであります。  

 それから、基本目標３の「少子化対策」であります。これは自然減対策というこ

とで、目標といたしましては、「婚姻数」４，０２０件を維持したいという非常に

困難な目標を掲げたところであります。残念ながら、年々２００件ほどずつ減少し

ているというのが実情でありまして、なかなか達成が難しい目標になっております。

それからもう一つが「合計特殊出生率」で、これは女性が一生の間に産む子どもの

数を表すと言われております。最終的には１．５０まで引き上げるということです

が、平成２６年１．３４、２７年１．３８ということで、上昇しております。それ

から、（２）の「基本目標を構成する施策検証の結果」でありますけれども、ここ

は「概ね順調」というところまででとどまっております。（３）の「施策ごとの重

要業績評価指標（ＫＰＩ）の状況」では、大半がＡというようなところであります。

（４）の「推進状況」であります。「合計特殊出生率」は、今申し上げましたよう

に３年ぶりの改善ということになっております。それから、子育てのための気運の

醸成という取組については、脱少子化モデル企業でありますとか、一般事業主行動

計画の策定といったような取組を進めております。それから、平成２５年に設置し

た「あきた結婚支援センター」における成婚報告者数は、着実に増えております。

累計で、現在８００人を超えております。ただ、先ほど見ていただいたデータにあ

りますように、残念ながら適齢期の人口も減っておりますので、これは全国的な傾

向でありますけれども、「婚姻数」は減っているというのが実態であります。それ

からもう一つが、子育ての経済的負担の軽減を図るということで、本年度から新た

な取組を行っております。保育料助成の拡充ということで、第３子以降が生まれた

場合には、第２子からの保育料は無料にするという取組、あるいは昨年度までは医

療費は小学生までが無料だったわけですけれども、今年度からは中学生までは原則

として無料といった取組を、市町村と一緒になって取り組んでおります。また、住

宅のリフォームへの支援ということで、今年度から新たに、子どもが３人以上いる

世帯に向けた支援を行っております。それから、子どもがいて空き家をリフォーム

する場合には、従来の支援よりも上乗せして手厚い支援をすることにしております。
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さらに、子どもが３人以上いる多子世帯向けの奨学金を、今年度から新たに創設い

たしました。１００人枠に対して、今年は初年度ということもありまして、８１人

の利用ということになっております。  

 最後が、基本目標４「新たな地域社会の形成」であります。色々な人口減少抑制

策に取り組むわけでありますけれども、しばらくは人口が減少していくということ

が確実視されております。そういった社会においても耐えうる地域づくり、持続可

能な地域づくりを進めていくという取組であります。なかなか広範な分野であり、

それをぴったり言い表せるような指標がなかなかないということで、「『住んでいる

地域が住みやすい』と思っている人の割合」、それから、「社会活動・地域活動に参

加した人の割合」の二つを代表的な指標として掲げておりますが、概ね高い水準で

推移しているといった状況であります。「基本目標を構成する施策検証の結果」も、

「概ね順調」というところにとどまっておりますし、「施策ごとの重要業績評価指

標（ＫＰＩ）の状況」につきましても、御覧のような状況になっております。「推

進状況」ですが、数年前から県が取り組んでおります「未来づくり協働プログラム」

というものがございます。これは県と市町村が協働で進めているわけですけれども、

昨年度までに全ての市町村において策定することができまして、現在取り組んでい

るという状況であります。それから、地域コミュニティの再構築ということに関し

ましては、特に高齢者が多くなっておりますので、高齢者の除排雪でありますとか、

生活の足の確保、あるいは安否確認といったような生活課題を解決するためのモデ

ル事業としての「トライアル事業」を行っております。あるいは、買い物が困難と

なった地域において、住民自らが店舗を運営する「お互いさまスーパー」というよ

うな取組を進めております。それから、昨年新しい法律が施行されまして、女性の

活躍でありますとか、あるいは若者が活躍できる場づくりといったことにも取り組

んでおります。併せまして、本県には雪という問題がありますので、雪対策に取り

組む地域の団体であります共助組織が大幅に増加しているということであります

とか、これからのインフラはできるだけ長く使っていかなければいけないというこ

とから、長寿命化計画の策定や、あるいは下水道、集落排水といった生活排水の共

同処理化にも取り組んできております。  

今までの説明は概略でありますけれども、もうちょっと具体的に見ていただきた

いと思います。資料１－２であります。それぞれの基本目標ごとに、ＫＰＩがどう
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いう形でこうなったのかといったことでありますとか、どんな取組をしてきたのか

というようなことを書いております。これも概略だけの説明にとどまりますけれど

も、４の「数値目標（ＫＰＩ）の分析」のところを御覧いただきたいと思います。

誘致企業や成長産業の雇用創出及び起業数に関しましては、目標を上回ったところ

であります。一方、三つ目の○は農林分野でありますけれども、一定数は確保した

ものの目標値には及ばなかったということです。具体的に申し上げますと、資料２

を見てもらえば分かりますが、農林で合わせて４１０名の新規就農者を目指したと

ころ、３５０人にとどまったということになっております。それから、四つ目のと

ころです。観光分野における雇用創出では、観光消費額が伸びれば雇用も増えるだ

ろうと、県の産業連関表を使って推計をしていくことにしておりますけれども、先

ほど申し上げましたように、残念ながら延べ宿泊者数が伸び悩んだというところも

ありまして、観光分野において３９０名の新たな雇用をつくるという目標に対しま

しては、ゼロとなります。したがって、トータルといたしまして、２００人ほど目

標には及ばなかったということになっております。５のところでは、資料２と見比

べていただければ、具体的な事業としてどういうことをやっているのかというよう

なことが分かるわけですけれども、例えば（１）（ア）の「成長分野への事業展開

と中核企業の育成」という分野でありますと、航空機産業、自動車産業、新エネル

ギー産業への支援でありますとか、あるいは中核企業の育成といった取組をしてお

りまして、そこの部分に関しましては、「概ね順調」に進んだという評価をさせて

いただいております。あとは以下同様に、それぞれに掲げた施策ごとに色々な事業

をぶら下げまして、それについて評価をいたしたところであります。ページをめく

っていただきたいと思います。７の総合評価ということで、「産業振興による仕事

づくり」の分野では、「概ね順調」であったという評価をさせていただいておりま

す。例えば、一つ目の○にありますように、航空機では目標に達していないものの

出荷額は前年度を上回っているということであります。二つ目の○でありますと、

「風力発電導入量」も目標は下回っておりますけれども、単年度の導入量としては

日本一だったというようなことが、「概ね順調」という評価に結び付いております。

ただ、もちろん課題もありまして、それは次のページに記載しております。航空機

のことばかりで申し訳ないですが、最初のところでは、航空機産業は伸びてはいま

すけれども、単工程の受注にとどまっているというようなことで、まだまだ県内に
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及ぼす波及効果が少ない状況になっているということであります。次の（２）の農

林水産業の部分でありますと、二つ目の○に「園芸メガ団地」という記載がござい

ます。これは徐々に拡大してきてはおりますけれども、一層の低コスト化を図る必

要があるといった課題があります。その次の秋田牛は順調に進んでおりますが、片

や比内地鶏がやや苦戦をしておりまして、何とかしていかなければいけないといっ

た課題を掲げております。こういった課題を克服するために、次のページに色々と

書いておりますけれども、航空機に関しては、一連の工程を担うサプライチェーン

の形成をお願いするといった取組を今後進めていくことにしております。また、農

業分野におきましても、メガ団地と併せて、今度はネットワーク団地というものも

整備していきたいというようなことであります。それから、（３）の観光分野であ

りますが、ＪＲの方でデスティネーションキャンペーンといったものがございます

ので、これを活用した誘客キャンペーンでありますとか、先週も知事や１１名の首

長さんが台湾に行ってきましたが、インバウンド対策を強化していくといった取組

を進めることにしております。  

 次の「移住・定住対策」のところも、同様であります。Ａターンのところは、登

録者数は上回ったけれども実際の就職者数が下回ってしまったということ、あるい

は移住が非常によく進んでいるといった状況が見られております。（１）の「首都

圏等からの移住の促進」、あるいは（２）の「若者の県内定着の促進」ということ

で、それぞれ掲げたような取組を進めておりまして、その結果、次のページの７の

「総合評価」というところになりますけれども、先ほどと同様に「概ね順調」とい

った評価をさせていただいております。移住に関しましては、移住相談の件数、あ

るいは空き家を活用した移住が目標を上回ったといったようなことでありますと

か、新たな仕組みづくりを進めているといったようなことが挙げられると思います。

課題といたしましては、空き家を利用した移住を一層進める必要があるといったこ

とでありますとか、移住者を支援するネットワーク構築の必要性といったことが掲

げられております。そういったものを克服していくために、今年度に入りまして、

空き家バンクの登録だとか、あるいは市町村における定住サポーターの育成といっ

たところに取り組んでいるところでございます。  

 次が３の「少子化対策」の部分であります。これにつきましては、先ほど２００

組ほど「婚姻数」が前年を下回ってしまったというようなお話をさせていただきま
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したけれども、やはりどうしても適齢期である人口が減っているものですから、な

かなか維持できないということが背景にございます。それから二つ目の「合計特殊

出生率」でありますけれども、これは第３子以降の出生が増えないと、どうしても

数値が上がらないというようなことになっております。平成２７年度におきまして

は、前年に比べると若干第３子が増えたということが背景になって、改善が見られ

たということだと理解しております。施策といたしましては、「官民一体となった

脱少子化県民運動の展開」と「結婚・妊娠・出産・子育ての総合的な支援の充実・

強化」という二つを大きく掲げておりまして、それぞれ二つ、三つの施策を展開し

ております。次のページにございますが、ここにつきましても、総合的な評価とい

たしまして、「概ね順調」と評価をさせていただいております。ただ、課題もあり

まして、（２）のところであります。「あきた結婚支援センター」は成婚者の報告者

数が増えているということでありますけれども、一方で登録者数が伸び悩んでいる

といった課題もございます。それから、四つ目の○であります。少子化対策という

のは、出会いから結婚、子育てまでライフステージに応じた総合的な施策を継続的

に展開する必要があるということで、もちろんこれは時間もお金もかかるというこ

とを言っております。  

 それから、最後であります４の「新たな地域社会の形成」というところでありま

す。人的、物的な地域資源を活用して、担い手となる人たちを支援していくといっ

た取組であるとか、人口減少下においても住民サービスの水準の低下を招かないよ

うな仕組みをつくるということにいたしております。これにおきましては、５のと

ころで二つの施策、「地域社会の維持・活性化」、それから「安全・安心な暮らしを

守る環境づくり」を掲げております。（２）（ア）の「健康で安心な暮らしの確保」

というところでいきますと、ＣＣＲＣの取組でありますとか、雪対策の取組がござ

います。あるいは、次の「安全・安心まちづくり」というところでいきますと、高

齢者の交通事故死の減少といった課題に取り組むこととしております。それから、

最後のページになります。「総合評価」は、ここにつきましても、色々な課題はあ

るものの、今のところ「概ね順調」に推移しているという評価をしたところであり

ます。大変簡単でありますが、資料１－２についてはこういう内容になっておりま

す。  

 それから、資料２であります。これは先ほど申し上げましたように、それぞれの
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施策を構成している事業に付けた指標がどういったことになっているかというこ

とでありまして、ＡとかＢというのは大体順調だと思いますけれども、ＣとかＤと

いう部分のみ説明させていただきます。まず先ほども申し上げましたけれども、一

番上の「航空機産業の製造品出荷額」ということで、目標の２６億円に対して１７

億円でございました。これは平成２６年が１１億円でありましたから、前年よりは

多くはなっているわけですけれども、目標には達しなかったということで、達成度

としてはＣということになります。それから、（イ）④「商業サービス業の振興」

に、「新たなサービス産業の創出件数」という指標がございます。これは、目標４

件に対して３件にとどまったということであります。事業採択としては４件やった

のですが、１件が事業中止になってしまったということでＣとなりました。それか

ら、これも先ほど説明いたしましたが、「産業人材の育成」です。「Ａターン就職者

数」は目標値を下回って、Ｃということになっております。それから、その次は「企

業現場等における長期間の技術研修への参加人数」ということです。これについて

は、高校生が企業で１０日以上インターンシップを行うということを掲げておりま

すけれども、取組が始まったばかりということもありまして、３０人という目標に

対して５人にとどまったということであります。それから、「産業人材の育成」に

関しましては、英語が必須だということで、英語能力も掲げております。それに関

連いたしまして、「国際交流を実施している高校数（公立）」を一つの目標に掲げて

おります。これまでは、韓国との交流をメインに進めてまいりましたけれども、昨

今の色々な情勢において、取り組む高校が少なくなっているという実態がございま

す。それから、２枚目の「移住・定住対策」の（１）ウの①であります。「地域に

活力を与える多様な人材の確保」ということで、「地域に活力を与える移住者の数」

です。具体的にどういうことかといいますと、秋田へ移住をして新たに起業してく

ださるような方を８名という目標を掲げたわけです。そのための事業といたしまし

て、新聞等で見聞きしたこともあるかもしれませんが、「ドチャベン」といった取

組をしております。それによって実際に起業はしていますが、移住に結び付いた方

はまだお一人にとどまっているということで、このような評価になっております。

あとは大体ＡとかＢという評価でありますので、資料２については以上にさせてい

ただきたいと思います。  

 それから、時間が押しておりますけれども、資料３であります。冒頭申し上げま
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したけれども、平成２７年度におきましては、従来からの取組に加えて、この資料

３－１にある交付金を使って事業を進めてまいりました。これについては、下の方

に◎で「経緯」というところがございます。皆さん覚えていらっしゃると思います

が、消費喚起のための「プレミアム商品券」というものが各市町村で発行されてお

ります。県では旅行券を発行いたしまして、消費を喚起するという取組をしました。

それと同時にもう一つ、地方創生先行型交付金というものがございまして、１の①

に書いておりますように、県に対しては約１５億円が配分されております。これを

活用して４２の事業に取り組んだということであります。それから、②の「上乗せ

交付分（タイプⅠ）」というのは、これも「経緯」の①のところに書いてございま

すけれども、国では全部で１，７００億円を用意して、最初に１，４００億円を交

付しました。３００億円が余っておりまして、各県から競争的な取組をさせるとい

うようなこともありまして、先進的な取組であるとか、そういった観点から審査し

て、地方に配分した分が２，５８０万円ありました。それから③の「上乗せ交付分

（タイプⅡ）」でありますけれども、これは１０月３０日までに総合戦略を策定す

れば自動的に交付されるということで、これを活用した二つの事業、合わせて４６

の事業を行ったところであります。ＫＰＩといたしましては、全部で４８の指標を

設定しております。事業数４６に対してＫＰＩが４８ということで、一つの事業で

複数のＫＰＩを設定したもの、あるいは設定していない事業もございまして、ここ

は一致しておりません。  

今度は資料３－２を御覧ください。ほとんどの達成度がＡ、Ｂということです。

先ほど説明させていただきましたけれども、２枚目の中ほどで、４件採択したけれ

ども事業が一つ中止になってしまったというようなことで、「新たなサービス産業

創出件数」というところがＣという評価になっております。あとそれから、３枚目

の観光分野でありますけれども、「年間延べ宿泊者数」につきましては、その前の

年にやった国民文化祭が終わってしまったであるとか、あるいはデスティネーショ

ンキャンペーンが終わってしまったという反動によって、伸び悩みが見られたとい

うことです。それから、「観光地点年間入込客数」ということに関しても、同様に

減少しました。それから次の次になりますけども、やはり同様に、それぞれのエリ

アについても伸び悩んでしまったという評価になっております。あとそれ以外のと

ころは、まず「概ね順調」に推移をしているということで、一言で申し上げますと、
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この基本目標四つの取組とも、「概ね順調」に進んでいるものと私どもは理解して

いるところでございます。私からの説明は以上でございます。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。ただいま、議事（１）と（２）をまとめて御説明いた

だきました。皆様から御意見・御質問いただければと思います。資料も事前にお手

元に届いていたかと思いますので、挙手をお願いできればと思います。どうぞ。  

 

◎ 山本委員 

 山本でございます。いくつか質問と意見という形で述べさせていただきます。資

料１－１の基本目標４の「推進状況」のコメントで、「女性が活躍できる環境づく

り」ですとか、「地域貢献活動を行う若者団体が増加している」という表記がござ

います。具体的にどういう動きがあるのかというところを、少しかいつまんで御説

明いただきたいというのが１点目の質問です。  

 それと、資料１－２の７ページで、「本県への移住者数」が目標に比べて達成率

２０５％であったということです。これは、人口問題対策課という専担のチームが

立ち上がって、県としても非常に力を入れた成果が出ているのだと思います。「Ａ

ターン就職者数」が少し伸び悩んでいるようですが、移住者数が「Ａターン就職者

数」の１割強になっているということは、一つの心強い動きなのかなと思っており

ます。  

資料１－２の９ページについて、人口の社会減と自然減というのは別の現象なの

ですけれども、私はかなり相関関係があるのではないかと思っております。移住者

数やＡターン就職者数であるとか、そういう人たちが増えてくるということは、そ

の地域の活性化の証でもあります。ですから、そういう人たちが増えてくれば、自

然に自然減も底止まりするというか、上向きに転じていく可能性があるのではない

かと思っております。移住者がこういう形で増えてきて、Ａターン就職のところも

頑張っているという状況において、「少子化対策」の色々な施策の検証結果が「概

ね順調」に推移している、ちゃんと取り組まれて順調であります。それなのに、達

成度がＢというところがちょっと気になっております。考え方は多分三つあると思

います。一つは、先ほど御説明があったように、少子化対策というのは時間もお金
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もかかるので、今やっている施策は間違いないけれども、３年から５年かけてジワ

リジワリとこういうものが効いてきて、自然減も上向きに転じるはずだという形に

なっているのか。いやそうではなくて、何か別の真犯人みたいなものがあって、そ

ういうところの包囲網がまだ万全ではないので、色々な要因を分析していきながら、

包囲網をきっちり作っていく必要があるのではないかという認識にあるのか。また、

その包囲網を形成するに当たっては、行政だけではある程度限界があって、民間の

活力も利用しながら自然減、少子化、移住対策を含めて取り組んでいかなければい

けないという判断になっているのか。ここは非常に難しくて、正解がないところか

もしれませんけれども、県の中でそういう御議論があるならば、少し御披露してい

ただければ有難いと思っております。以上です。  

 

● 三浦部会長 

 それでは、二つの御質問でございましたが、後段の方。  

 

□ 島崎企画振興部地方創生監 

 平成５年以降、秋田県は全国に先駆けていち早く自然減という状態になっており

ます。この状況が今後どうなるのかということは、人口ビジョンにも記載させてい

ただいておりますけれども、私どもといたしましては、自然減から自然増になると

いうふうには見ておりません。少なくとも社会動態については、プラスマイナスゼ

ロになるということで、いずれ県内から出て行く人と県外から入ってくる人が均衡

するだろうというふうに見ておりますけれども、片や出生につきましては、どんな

に頑張っても、この「合計特殊出生率」は２．０７以上には望めないのではないか

と考えております。つまり、産む年代の女性の数を維持する程度しかいかないので

はないかということで、長期的な展望からいきますと、２１００年ぐらいには人口

が５２万人程度で推移していくだろうと分析しております。残念ながら、それが反

転して右肩上がりになって増えていくというところまでは、材料がないということ

でありますので、短期的には人口増もあり得るかもしれませんけれども、自然動態

は「良くて維持」というところにとどまっております。  

 

● 三浦部会長 
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 ありがとうございます。はい、どうぞ。  

 

□ 菅沼生活環境部次長 

 生活環境部の菅沼でございます。私から、前段の御質問についてお答えしたいと

思います。資料１－１の基本目標４「新たな地域社会の形成」で、「推進状況」の

中の女性の活躍、それから若者団体の育成の御質問だったと思います。「男女イキ

イキ職場宣言事業所が増加している」とここに記載しておりますが、平成２６年度

の宣言事業所が、本県では２１９事業所ございました。それが平成２７年度は  

２７６事業所ということで、５７事業所増えて２０％以上伸びております。私ども

は、女性の能力活用ですとかワークライフバランスの推進等に積極的に取り組んで

いる事業所が増えるということは、女性の活躍推進につながるというように感じて

おりまして、この「イキイキ職場宣言」を行う事業所が増えるということを一つの

指標としているところですので、この点は順調にいっていると考えております。  

それから、女性活躍推進法に基づく行動計画策定の関係でございます。これは  

３００人以下の会社は任意の策定ですが、３０１人以上の会社は、今年の４月から

義務化されております。この義務化された部分については、県内で８２社ございま

すが、４月１日の段階で７８社ということで、９５．１％の策定率となっておりま

して、全国平均７１．５％という中で、全国トップの数字でございました。また、

３００人以下の部分は、今盛んに進めているところでございますけれども、平成  

２７年度の段階で既に２社が策定されているということです。そういう意味では、

本県の場合は、こういった取組は進んでいると考えております。このあと、平成  

２８～３１年度の４年間で５０社ずつを目標にしまして、増やしていきたいと考え

ているところでございます。  

 それから、若者団体でございますが、これは、地域貢献活動を行う「若者会議」

等の数でございます。平成２６年度は県内各地域に１４の「若者会議」と大学生グ

ループが４団体ございまして、合わせて１８団体ございました。平成２７年度はも

う３団体増えて、２１となっております。我々は、これを平成２８年度以降３団体

ずつ増やしていって、３１年度には３０団体をこの秋田県内に設けたいという目標

で今取り組んでいるところでございます。地域課題に取り組む若者団体が、自立的

にそこで継続的に回っていくように、私どももバックアップしていきたいと考えて
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いるところでございます。  

 

● 三浦部会長 

 はい、ありがとうございました。山本委員よろしいでしょうか。他に御意見・御

質問はございますか。はい、涌井委員お願いいたします。  

 

◎ 涌井委員 

 ＮＨＫの涌井でございます。基本目標１、２について伺いたいことと意見を述べ

させていただきたいと思います。まず、１の「産業振興による仕事づくり」のとこ

ろで、「推進状況」の三つ目の○です。他県との激しい競争の中で、結局延べ宿泊

者数が伸び悩んでいるということですが、この原因はどの辺にあると見ておられる

でしょうか。他のところを見ますと、北海道新幹線が開通して修学旅行生を誘致で

きたとか、色々なプラス要素もあるようでありますし、あとは冒頭で会長もおっし

ゃっておりましたが、秋田というのは、コンテンツはすごく優れたものを持ってい

ると思います。例えば、この週末の大曲の花火でも今年は７３万人、竿灯だって  

１３０万人ぐらい来るということで、人が来るコンテンツはあります。しかし、ど

うも花火などを見ていると、来たらそのまま帰ってしまう人の流れになっていると

思いますが、それを秋田に留めてきちんとお金を落とすコンテンツにしていくとい

うことについて、どのような戦略を立てておられるでしょうか。是非そこは、力を

入れていただきたいと思うところであります。  

 それからもう１点は、基本目標２の「移住・定住対策」です。Ａターン登録者数

は増えているけれども、結果的にＡターン就職に結び付かないということや、大学

生の県内への就職促進が大切であるということが書かれておりますが、他県とどの

ような差別化を図って、秋田に来る人や秋田にとどまる人を増やしていこうとされ

ているのかを伺いたいと思います。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。はい、どうぞ。  

 

□ 猿橋観光文化スポーツ部次長 
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 観光文化スポーツ部次長の猿橋でございます。第１点目について、お答えさせて

いただきます。残念ながら、平成２６年に比べて２７年は、観光消費額が減少して

おります。観光消費額については、平成２７年度に１，３９６億円で、前年比  

１４．８％の減となっております。少々言い訳めいたお話になるかもしれませんが、

まず一つは、北陸新幹線が平成２７年３月に開業したということがございまして、

御承知のとおり、全国の観光流動が若干変化したということがあります。その他に、

平成２６年に国民文化祭を実施しました。それから、平成２４～２６年には、ＪＲ

と一緒にＤＣ（デスティネーションキャンペーン）を実施させていただいたという

ことがございまして、２７年は実は観光入込客数も０．４％減少しておりますので、

２６年の反動減が一番大きな原因ではないかと考えております。  

そのほか、どういう対策を練っておられるかというようなお話がありました。観

光消費額で一番大きいのはやはり宿泊費ということになっておりますので、地方創

生先行型交付金の中でも、観光施設の魅力アップのための施策をさせていただいて

おります。旅館などの観光施設が改修、それも普通の改修ではなくて、魅力アップ

につながるような改修をした場合に、２分の１、５００万円までを条件として補助

させていただくといった事業ですとか、受入態勢の整備など観光消費額につながる

ような観光施策を、この地方創生先行型交付金で事業として実施させていただいて

いるという状況でございます。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。涌井委員よろしいでしょうか。他に、御意見・御質問

のある方はいらっしゃいますか。高田委員どうぞ。  

 

◎ 高田委員 

 観光分野に関連いたしまして、もう一つ御質問したいと思います。秋田県の観光

地というのは、どうしても青森県、岩手県、それから山形県との県境の方に多いと

いうのが現状でございます。我々は銀行業でございますが、民といたしましては、

青森銀行や岩手銀行と協働で、観光分野で何か御支援できることはないかというこ

とで、色々と検討会をやっているわけでございます。県として、他県との協働云々

というのが一つも出てきていませんけれども、その辺はどうお考えでしょうか。  
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● 三浦部会長 

 はい、ありがとうございました。どうぞ。  

 

□ 猿橋観光文化スポーツ部次長 

 ただいまの御質問に対して、お答えさせていただきます。基本的に地方創生に限

らず、以前から北東北３県や、東北６県に新潟県も含めてというスキームでは、東

北観光推進機構と連携いたしまして、広域観光という形で様々な事業を実施させて

いただいております。実はこの６月に、東北観光復興対策交付金を活用した事業を

議会で御承認いただいて、現在実施しております。本県では大体事業費として５億

円、１５の事業をさせていただいておりますが、その中でもかなりの部分は広域連

携という形で事業実施しておりまして、この地方創生関係の交付金、それ以外の場

面においても、他県との連携は十分に実施させていただいていると考えております。 

 

● 三浦部会長 

 補足をどうぞ。  

 

□ 赤川産業労働部次長 

先ほどの涌井委員からの御質問の中で、Ａターン登録者数が増えているにもかか

わらず、実際それがＡターンに結び付いていないという御質問がございました。前

後して大変申し訳ございません。ここに書いてございますとおり、Ａターン登録者

数は増えておりますし、実際「Ａターン就職者数」も増えてはおりますが、目標に

はまだ達していないということで、伸び悩みという状況と思います。その背景とし

ては、やはり最近、景気のトレンドとしては基本的に上向きの中で、有効求人倍率

は本県も過去最高で、毎月更新している状況です。これは全国的な傾向です。そう

した中で、人材の逼迫感が出てきておりまして、本県と首都圏の雇用条件等を比較

した場合、どうしても御本人からすれば、より魅力のある雇用条件の県外、特に首

都圏等の企業に吸引されてしまうという傾向が強まっております。我々として要因

分析を進める中で、基本的な背景としてそういったことで、構造的な部分なので、

なかなかすぐにということは難しいことでございます。  



- 22 - 

 

しかし、Ａターン登録者等への色々なアンケートの中で、実際にＡターンに結び

付かない要因として、やはり収入面が減るのではないかということ、自分の持って

いるスキル等が十分に生かせる仕事がないのではないかといったこと、それから仕

事や就職関係以外でも、住宅等の生活環境の情報が不足しているという声がござい

ます。仕事や就職先については、我々も企業からの求人等をただ待っているだけで

はなくて、Ａターン希望者の希望等を把握しながら、個別の企業に照会もしながら、

具体の求人の掘り起こしにも取り組んでおります。また、情報発信につきましても、

仕事や就職関係だけではなくて、企画振興部と連携して、住宅等の生活周りの情報

についても一体的に発信し、Ａターンの増加に向けて更に取り組んでまいりたいと

考えております。 

 

● 三浦部会長 

 涌井委員よろしいですか。高田委員よろしいですか。ありがとうございました。

他に、児玉委員。  

 

◎ 児玉委員 

 鹿角市の児玉です。移住・定住対策についてお聞きします。移住については、積

極的な取組の結果、首都圏等の移住希望者の間で秋田県が検討対象の一つになって

きているようでありますし、成果も実感できつつあるというところであります。し

かし、少し厳しく言いますと、「本県への移住者数」が目標の倍になったのは大変

嬉しいことでありますが、１２３人が満足できるものかというと、秋田県の社会増

への貢献としては、十分と言えるものではないと思います。認知が進んでも、移住

できる確証や裏付けがなければ移住には至らないので、移住者数をもっと伸ばすに

は、やはり仕事の問題がクリアされることが重要であろうと考えております。雇用

の受け皿が少ない中では、自分で仕事を始めるというアプローチも有効であり、今

年本市でも「ドチャベン」を県から受託してやらせていただいておりますが、この

取組をもっと広げていってはどうかと思います。鹿角市も頑張りますので、秋田県

にも頑張っていただきたいというのは、一つの本音です。  

 それから、「新たな地域社会の形成」の中で、地域コミュニティ活動活性化に関

し、「市町村の対応の差異」、あるいは市町村の意識改革とありますが、平素そのよ
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うな差異を感じたことはございません。どういうことなのか、お知らせ願えればと

思います。  

それから、基本目標４の「総合評価」ですが、他の基本目標と比べて個別的で少

し細か過ぎるように思われます。色々な施策をパッケージ化したものなので、仕様

がないのかもしれませんが、もっと優先度を付けて検証すべきではないかと思いま

すので、その辺をお願いいたします。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。ただいまの御意見と御質問ですけれども、どなたかか

ら。  

 

□ 島崎企画振興部地方創生監 

 移住の数につきましては、先ほども申し上げましたけれども、捉え方がないとい

うことで、ＮＰＯ法人に登録していただいて、その中で実際に移住した人のみをカ

ウントしておりますので、実際はもっと多い可能性がございます。例えば、住民票

の窓口で「あなたは移住して来たのですか」といちいち聞くわけにもまいりません

ので、その数をもって、秋田県では移住者数とみなしております。市長から御意見

があったように、ただ単に老後の生活を送るということではなくて、生活をしてい

くということになりますと、どうしても仕事というものと切っても切れない関係が

あります。そういった面から、今年度は鹿角市さんにお願いしてやっていただいて

おりますけれども、「ドチャベン」を実施しております。あるいは、移住者という

のは必ずしもフルに働かなくても、例えば「半農半Ｘ」という形で農業の傍ら何か

をするとか、ちょっとした仕事さえあればいいというようなことがございます。し

たがって、ハローワークで紹介しているような仕事だけではなくて、もっと地元や

地域にある仕事、私どもは「くらしごと」と言っておりますけれども、そういった

小さな仕事を見つけて紹介することによって、移住者を伸ばすというような取組を、

今年度から始めたところであります。  

今年度も既に６月末現在で６０人を超える移住者がおりまして、１２０人という

目標に対して、３か月ほどでもう半分程度に到達しておりますので、この数がもっ

と伸びるようにと考えております。先ほど山本委員がお話されましたけれども、移
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住してくださる方というのは家族連れの比較的若い層ですので、秋田に子どもを一

緒に連れて来る、あるいは秋田で更に出産していただけるという可能性もあるもの

ですから、そういったところにもう少し力を入れてまいりたいと思っております。 

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。  

 

□ 妹尾企画振興部次長 

 もう一点、地域のコミュニティ活動活性化の「市町村の対応の差異」でございま

す。地域のコミュニティ活動に関しましては、各地域の実情に応じて、県としても

色々な取組をさせていただいています。「元気ムラ」や「お互いさまスーパー」な

どといった取組をやらせていただいておりますけれども、地元の集落、あるいは自

治会の方々の取組状況にどうしても差が出てくるという意味でございます。できれ

ばやはり、その地域の取組として、そこに住んでいる方々が自ら行動を起こすとい

うことに対して、県としても支援をしてまいりたいという意味で、こういうことを

書かせていただいております。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。児玉委員よろしいでしょうか。続きまして、佐々木委

員どうぞ。  

 

◎ 佐々木委員 

 私は、「海外からの教育視察者数」や、あるいは「海外との教育交流事業参加者

数」などの数値が、どういうところから出されている数字なのかと感じました。こ

れは、「産業振興による仕事づくり」の（３）「観光を中心とした交流人口の拡大」

ということにもなるかと思いますが、海外からの教育視察で、平成２７年度の目標

値は２０人となっておりますが、東成瀬村だけでも４０人を超える方々が来ており

ますし、国内からの色々な教育視察では、４００人も超えているような状況にあり

ます。この目標として立てた数値は、どういった資料に基づいているものかと、確

認させていただきたいと思っております。  
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 それと、交流人口の拡大ということで、秋田県では観光事業を大変大きく取り上

げております。どうしても、これまでの主な県内の大きな観光地の入込客数や観光

人口が中心になっていくだろうと思っております。全体の数値を引き上げるために

は、やはり各自治体で持っている観光資源を有効に活用して、全体を底上げしてい

かないと目標値はなかなか達成できないのではないかと感じております。特に秋田

県は、県境付近に観光地や入込の観光資源があると思いますので、先ほど高田委員

からお話がありましたように、東北６県の連携をレベルアップしていかないと、全

体の交流人口の拡大にはなかなか厳しいものがあるのではないかという感じをい

たしております。そのための条件整備をどのようにお考えになっているのでしょう

か。  

あるいは、観光のパンフレットや誘客のためのＰＲ活動について、どうしても既

存の対策が中心になっていくように感じておりますので、もっと視点を変えながら

進めていく必要があるのではないかと考えております。そういったところのお考え

を伺いたいと思います。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。ただいまの御質問にお答えいただきたいと思います。 

 

□ 佐藤教育次長 

 教育次長の佐藤でございます。資料２の２ページ、（３）の中の「『ユタカなアキ

タ』の魅力発信」の数値についての質問でございました。「具体的施策」の④「教

育資産を生かした海外諸国への秋田の魅力発信」で、一つは「海外からの教育視察

者数」、もう一つは「海外との教育交流事業参加者数」という数値目標を立ててお

ります。今回の総合戦略に関して、県の教育資産を海外に発信するということで、

県教育委員会で平成２７年度に「秋田の教育メソッド発信事業」というものを行い

ました。平成２８年度からはその発展系で、３１年度までかけて「秋田の教育資産

を活用した海外交流促進事業」というものを行っております。ここに載せている「海

外からの教育視察者数」というのは、「秋田の教育メソッド発信事業」に関連して

の視察者数ということでございまして、先ほど東成瀬村だけでも何十人も来ている

とおっしゃいましたけれども、申し訳ありませんが、そういったものを含めた数字
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ではございません。昨年度２０人ぐらいは視察に来ていただけるということで進め

ましたけれども、この事業は当面まずタイを一番のターゲットにしておりまして、

タイ王国からの視察者数が４３人でございました。もう一つの方の「海外との交流

事業参加者数」というのは、平成２８年度からの事業でございますので、今のとこ

ろまだ実績はありませんけれども、２８年から３１年までで３８０人という目標値

に対して、多分これを上回るだけの交流ができるのではないかと考えております。 

 

□ 猿橋観光文化スポーツ部次長 

 県内の主要観光地だけでなくて、色々な魅力を発掘していかないといけないとい

うことは、私どもも常々考えているところでございます。特に最近は、インバウン

ド誘客に関しまして、日本の魅力の再発掘ということがよく言われております。イ

ンバウンドのお客様は、日本人が好むような大型の有名な観光地だけでなくて、意

外に日本人が気づかないようなところにも非常に魅力を感じるというようなとこ

ろもございまして、特に県境地域には色々な資源が眠っていると考えております。

広域で対応するということに関しましては、県としても地域振興局レベルでも、

色々と対応させていただいているところでございますし、復興交付金や地方創生推

進交付金は、これから複数年続くというようなお話もされております。そのため、

これから良くなる観光事業者や自治体の事業をどんどん取り上げていきたいと考

えているところでございます。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。黒﨑委員、よろしくお願いします。  

 

◎ 黒﨑委員 

 連合秋田の黒﨑でございます。初めて本会議に参加させていただきました。計画

や基本目標などについて御説明をいただきまして、基本目標１から４のすべてにお

いて、それぞれが機能しながら、どれを一つ欠いても、この会議の目標であります

「人口減少の克服」と「秋田の創生」に向けた取組にはつながらないというのを、

再確認したところでございます。  

その上で、連合秋田は労働者の団体でございますが、今ほど御説明をいただきま
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した進捗状況の中で、少し遅れている部分は雇用情勢に関わる部分が多かったのか

と思っております。Ａターン就職者の状況ですとか、大学生の県内就職率が伸び悩

んでいるという把握でございますが、これは連合としても同じ認識に立っておりま

して、いくらかでも秋田に就職をしていただく、あるいは定着をしていただくとい

ったものにも、私たちの政策として今取り組んでいるところでございます。一方、

県内就職した高卒者の３年以内の離職率というのも、全国的に秋田県が高いような

状況となっておりまして、その点についても状況を確認しながら、今取組を進めて

おります。今一つ言えることは、やはり人材育成には会社に入って以降の教育的な

部分もあろうかと思いますが、大学生も含めて在学中からのワークルールの勉強が

若干遅れがちとなっておりまして、社会に出た際に改めて社会の厳しさや会社の規

則が少し受け入れ難いような状況で、離職しているという統計が出ております。今

秋田に人を呼ぶという施策もあろうかと思いますけれども、実際に秋田に就職した

皆さんを県外に流出しないようにする取組、あるいは離職率を下げるような取組に

ついて、少しデータがあればお話をお聞きしたいというのが一点でございます。  

 もう一つ、それぞれの推進に当たって、やはりこういった会議や自治体だけの問

題ではなくて、秋田県民全体がこの計画をきっちり理解して、協力をしながら取組

を進めていかなければいけないと思っております。少し辛口な意見になりますが、

７月に総合戦略の認知度をある新聞社が調べた結果、「あまり知らない」、「全く知

らない」という回答が７０．５％あったと伺っております。こういったＰＲについ

て、私たち連合としても、様々な自治体への要請行動を含めて今後取組を行います

けれども、この戦略の認知度を高める上での県としてのお考えがもしあれば、少し

教えていただきたいです。大きくはこの２点について、お話を伺いたいと思ってい

ます。よろしくお願いします。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございます。２点について、お答えいただきたいと思います。  

 

□ 赤川産業労働部次長 

 最初に高卒者の離職状況の統計的なデータでございます。これについては、平成

２４年３月卒の方の３年後の離職状況ですが、全国が４０％に対して本県が  
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４０．９％と高い離職率ということであります。当然県内就職を進めていくという

ことも重要でありますが、一方で黒﨑委員御指摘のとおり、離職者をいかにして減

らしていくかということも、併せて重要な取組として我々も考えております。対応

としまして、一つは御本人である高校生、就職する側の意識として、教育庁で取り

組んでいただいておりますけれども、インターンシップ等をより充実していくとい

うことであります。そこで就職後の仕事について、正しい知識を得て実際の就職に

向かうとか、あるいはきちっとした職業観を持って職業人生をスタートしていただ

くということでございます。それからあと一方で、やはり受入側、事業者側の意識

というのも重要かと思います。離職の原因についてのアンケート調査等を見ますと、

本人と事業者側とで、その原因についての思い違いといいますか、乖離がある部分

もございます。ですので、そこは国、労働局と連携して、事業者向けのセミナー等

を行って、離職率をできるだけ減らすべく周知活動、情報提供等に取り組んでまい

りたいと考えております。  

 

● 三浦部会長 

 もう一つの総合戦略の認知度について、どなたか。  

 

□ 島崎企画振興部地方創生監 

 私の方からお答えいたします。この戦略につきましては、昨年度は策定の経過な

どを議会でも議論していただきましたし、その結果については新聞報道等されたと

いうこともありました。また、策定作業が終わったあとにつきましては、私であれ

ば、例えば秋田魁新報社のブランチ会、これはいわゆる支店長の集まりの会ですけ

れども、そういったところでも御紹介をしたということがございます。あるいは、

今大学や高専と一緒になって、県内定着率を高めるという取組をしておりますけれ

ども、その中で、高専の生徒にこの総合戦略の概要について御説明をするという機

会もございました。また先日、県内の高校１年生の方々にもお話する機会がござい

ました。そういうようなことで、色々な機会を捉えてＰＲというか、要は秋田の課

題というのが何なのか、最大の課題は人口減少に歯止めがかからないことだと説明

しております。あるいは生徒であれば、皆さんがやがて就職や進学で県内を離れて

しまうというところが問題だというようなことで、その問題を克服するために県と
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しては色々なことをやっているというＰＲもさせていただいております。また、一

般県民向けに関しましては、色々な機会で周知しておりますが、例えば知事がいく

つかの市町村を回って県民の方々とお話する機会がございまして、昨年度はこの総

合戦略をテーマにやっておりましたので、一定程度の理解はしていただいていると

考えております。また、この総合戦略については、県のみならず全ての市町村が策

定しておりますので、その市町村の取組と併せてＰＲしていくことによって、県全

体としてその人口減少対策に取り組んでいるのだというところを、もっとアピール

していきたいと考えております。  

 

● 三浦部会長 

 はい、部長どうぞ。  

 

□ 粟津企画振興部長 

 総合戦略についての一般的なＰＲについては、地方創生監の方からお話がござい

ました。それと併せて、総合戦略に盛り込まれている個別の施策の進捗状況ですと

か、そういったものをこまめに県民へ情報提供していき、しっかりと認識していた

だくことによって、総合戦略の存在や内容を理解していただくということも重要で

あると考えております。例えば先月でございますと、今回も御説明させていただき

ましたけれども、新たに設けた多子世帯向けの奨学金制度の申込み状況ですとか、

あるいは子育て世帯への住宅支援の活用状況について、マスコミ等への提供を通じ

て県民の方々に知っていただくというような取組もしたところでございます。今後

とも、こういった取組を進めてまいりたいと考えております。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。黒﨑委員よろしいでしょうか。深沢委員。  

 

◎ 深沢委員 

 農林水産部会の深沢です。多少突飛でもないような話にもなろうかと思いますが、

よろしくお願いしたいと思います。秋田をいかに活性化していくかというと、まず

はなんと言っても、人の交流や物の流れをいかにつくっていくかということだろう
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と思います。そうした中で、様々な施策の取組に対する入口対策ということで、パ

ンフレットを作るなど色々な形の情報発信はしていますが、なかなか思ったように

伸びていないという状況は、いわゆる人の呼び込みという面ではまだやはり弱いの

かなと私なりに思っています。  

例えば、農業部門においても、６次産業化と言われている中で、農業体験でそれ

なりの所得を得ている農家というのは、私が思うに、前からすると結構増えており

ます。そうした中で、最近ふと思うことがあります。私どもで農業体験や田舎暮ら

しをしてみませんかというパンフレットを作って、来てくれる方の職業を聞いたと

きに、ＪＲの社員であったり、ＪＲの社員の家族であったりということは多いです。

簡単に言いますと、首都圏から秋田は遠い、「遠い＝高い」という状況というのは

間違いなくあると思います。私がもし東京に住んでいれば、色々なパンフレットが

いっぱい出たときに、長野とか栃木とかであれば近くて日帰りもできるし、何より

も安くていいなというところが絶対あると思うのです。ＪＲなどとの関係になりま

すので、一概に私の言っていることが良いという形ではないと思うのですが、例を

挙げれば、「大人の休日倶楽部」が発売されると、人の動きは間違いなく活発化し

てきます。そうしたことを考えたときに、「遠い≠高い」というような状況をつく

る必要があります。いわゆる交通費の助成という形にどうしてもなってしまうのか

もしれませんが、そういったことの費用対効果も検証するべきです。例えばデステ

ィネーションキャンペーンなどのキャンペーンをやったときに確かに人の流れは

活発化しましたし、秋田にも人は来たと思います。国への働きかけという形になる

のかもしれませんが、「地方創生」と言いながら、人の流れに対して、実際には何

も手をかけていないという思いがしています。極端な話で、これは私もちょっと一

杯飲んだ席なのですが、「郵便は８０円の切手を貼れば全国どこへでも行く」とい

うような話をした人がいました。それと一緒くたにしても仕様がないですけれども、

「遠い＝高い」というところが何とかならないものかと思います。たまたまテレビ

を見たときに、星野リゾートの社長が同じ話をしていたこともありました。  

今はまさに地域間競争の真っただ中に入っているし、これからさらに厳しくなっ

ていくと思います。「秋田は自然豊かですごくいいですよ」という謳い文句がちゃ

んと頭に入っている人というのは、首都圏の中にもいっぱいいると思うのですが、

なかなか来られないのには、やはり経費的なことがあります。多少なりとも入口対
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策の取組をと、私なりに常々思っているのですが、入口対策に対しての今の県の取

組、それから今私が話したようなことに対してのこれからの考えが、もしありまし

たらお願いしたいと思います。  

 

● 三浦部会長 

 はい、ありがとうございました。ただいまの質問は、観光文化スポーツ部。  

 

□ 猿橋観光文化スポーツ部次長 

 ただいまの質問に対して、お答えさせていただきます。確かに秋田の交流人口の

増加について、観光対策としては、秋田県の魅力をＰＲするとか、プロモーション

的なところがかなり多くなってきております。ただ一部では、例えば旅行商品につ

いて、本県に来た場合に旅行会社の広告費を支援させていただく取組ですとか、本

県に来るまでのお話ではないですが、本県に来てからの二次アクセスの整備などと

いった形で、旅行者の利便性を高める支援はさせていただいております。基本的に

は、本県の魅力をいかにして県外や国外にＰＲするかといったところが、やはり観

光振興対策としては基本軸なのかなと考えております。  

 

● 三浦部会長 

 深沢委員よろしいでしょうか。  

 

◎ 深沢委員 

 最初に話したように、突飛でもないと思われてしまうかもしれませんが、今私が

話したようなことは、国や各交通機関への働きかけが絶対必要だと思います。それ

こそが地方創生の入り口ではないかと、私は思っております。  

 

□ 猿橋観光文化スポーツ部次長 

 例えば航空キャリアやＪＲのほか、国に対して、春・秋と時期を定めて、秋田の

入口対策のようなものを要望していくといったことは、現在もやっていることでご

ざいますし、今後も継続して実施していきたいと考えているところでございます。 
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● 三浦部会長 

 深沢委員よろしいですか。関連ですか、山本委員どうぞ。  

 

◎ 山本委員 

 深沢委員からの御質問に直接関わるかどうかは分かりませんが、移住の対策につ

いては、各県でかなり熱心に取り組んでおりまして、秋田県でも移住体験ツアーみ

たいなものを、各市町村でかなり積極的に展開はしています。各市町村によって

色々違いはあるかもしれませんけれども、昨年の例で言うと基本的には、東京の丸

の内から交通費・宿泊費込みで１万円です。ですから、そういう施策と今のような

農業体験は非常にマッチするところだと思いますので、くくりつけていって、横断

的に秋田のファンになってもらって、願わくは秋田に短期移住してもらって、最終

的には移住してもらうということです。そうでなくても、ファンになってたまに観

光にきてもらうというトータルな取組というのは、可能ではないかと思いますので、

県の中でおそらく部署がいくつかまたがりますが、検討していただければ一歩は進

めるのではないかと思います。  

 

● 三浦部会長 

 御意見ということでよろしいですね。はい、ありがとうございました。打川委員

よろしくお願いします。  

 

◎ 打川委員 

 横手市観光協会の打川です。よろしくお願いします。感想を一つと、質問を一つ

お願いしたいと思います。まず、感想の方です。移住・定住対策の「ドチャベン」

のところであります。昨年、横手市と五城目町でやっていただきまして、今回の「地

域に活力を与える移住者の数」の１名というのは、おそらく横手をテーマにした方

ではないかと見ておりました。実際その方は、羽後町と横手市の辺りで今お仕事さ

れていまして、私も地元でよく交流をさせていただいております。現在「秋田こと

づくり」という会社を立ち上げられて、季節のフルーツと地酒をパッケージにして

首都圏に売ろうという通販をして、大変順調に仕事は流れております。「ドチャベ

ン」によって定着して、住まれているということもそうですが、周りを巻き込む色々
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な活動をされております。そういう意味では、人数的には１人ですが、周辺に与え

る影響が大変大きくて、この様な方を引き込むプログラムは成功だったのではない

かと思っております。今年もやられているようですし、是非この事業を拡張してい

ってほしいという感想でありました。  

 それから、質問の方ですが、雇用者の確保がなかなか計画通りに進まないという

実態が、実はあります。これも地元の例で大変すみませんが、最近工業団地に進出

された企業については、９月に社屋が竣工して、新たな雇用がスタートするという

ような状況にきております。しかし、当初の「５０名を雇用しよう」などの目標は、

年が経つとなかなかうまく進んでいかないというようなことも聞いております。初

期のインフラ取得や工場建設については助成や応援があるのですが、その後数年経

って、雇用が計画通りに進むような県の援助というのがあるのかないのか、ちょっ

と質問したいと思います。  

 

● 三浦部会長 

 はい、ありがとうございました。お答えをお願いします。  

 

□ 赤川産業労働部次長 

 ただいま御紹介いただいたように、県では当初の立地段階において、一定の雇用

者数を要件として、その設備投資等に補助金という形で支援をさせていただいてお

りますし、雇用者数に対して一人当たり定額という形で、雇用奨励という形の助成

金も支給させていただいております。しかし、今御質問いただいたようなその後の

雇用の確保について、現在県で直接、雇用に限定した財政的な補助や支援というこ

とはございません。ただ、個別企業とは、日頃こちらから伺うことも企業からおい

でいただくこともありますし、常に様々な機会で情報交換、意見交換を行っており

ます。特に誘致企業も含めて、県内の個別企業の課題というのは、県としても常に

ある程度把握していると理解しております。雇用者数の確保が困難だということに

ついても、御相談をいただけば、これまでも様々な形で大学、あるいは県内の学校

関係等に連絡をとって御紹介をしたり、Ａターンの方も含めて情報提供したり、仲

立ち等をさせていただいたりしております。今後ともそういった形で、雇用者数の

確保について我々としてもお手伝いをさせていただいて、事業の継続的な発展に支
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障がない形で取り組んでまいりたいと思っています。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。よろしいですか、打川委員。どうぞ、齊藤委員。  

 

◎ 齊藤委員 

 齊藤と申します。一つ目は全く単純な質問です。この評価の中で、数値目標とか

ＫＰＩというのは達成率だから誰でもすぐ分かるのですが、「基本目標を構成する

施策検証の結果」という中で、「順調」とか「概ね順調」とか、「やや遅れている」

とか色々ありますが、どのようにこの評価をされたのかと思います。何人かで集ま

って協議しながらそうしたのか、基準が分かりそうで分からないので、どうやった

のかというのがまず一つ目の質問です。  

 それからもう一つは、いつもここへ来ると同じようなことばかり言って申し訳な

いのですが、やはり秋田を元気にするという意味合いの中では、一つは経済が秋田

で回っていくとか、それから雇用が増えていくということがあります。そういうこ

とを考えた場合に、やはりこの秋田というのは、中小・小規模企業が非常に多いの

で、市場はそんなに大きくなくていいから、秋田にしかないような仕事づくりをや

っていくしかないということを常日頃考えるわけです。秋田でしかないというと、

外貨稼ぎにもなりますよね。それから、秋田にしかないことだと、秋田の人もそこ

を利用するという話になると思います。全国的にあるような仕事であれば、スーパ

ーにしてもそうですが、やはり大きな企業の方が便利だということを踏まえると、

お金もそっちに回っていかざるを得ないということもあります。それから、過去に

は大きな企業が小さな企業を育てていくという文化が長かったので、こういうふう

になっているのでしょうが、こういう時代になると、やはり小さな仕事をいかにた

くさんつくるかという意味の施策というのは、非常に大事になってくる気がします。

大きな市場というと、なかなか中小企業は難しいですが、みんなが困っていること

を解決することがある意味で仕事の役割分担だし、そういうふうに考えると、市場

が小さくて今までは商売にはならなかったことで、見向きもしなかったことでも、

商売としてあり得るのかなと思います。そういうものがたくさん出た地域というの

は、きめ細かくて暮らしやすい地域ということになるので、秋田はすごくきめ細か
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いサービスがいっぱいあって住みよいということがあると、そこに人が集まるとい

うことにもなるのかなということを強く感じます。  

 それと、観光の関係です。国民文化祭が終わるなどでなかなか伸びなかったとい

うのは分からないわけでもないですが、観光誘致の関係では、全国的に行事に取り

組んでいるという共通の部分があると思います。しかし、まず秋田というのは自然

が非常に良くて、温泉があって、それから食べ物が美味しいという特徴からいくと、

滞在型の宿泊客を増やすというのも一つの切り口ではないかと思います。これから

は高齢化も進んで、時間とお金がある人も多分おられると思うので、是非海外の方

も含めて、単泊で帰るのではなくて、連泊でリフレッシュして帰る人向けの施策も

何か必要なのかなと感じました。以上です。  

 

● 三浦部会長 

 ありがとうございました。評価基準について御質問がございましたので、どなた

かお答えいただけますか。  

 

□ 島崎企画振興部地方創生監 

 評価基準については、達成度のＡ、Ｂ、Ｃのように機械的にやったということで

はございません。それぞれの事業の達成度を集めたものが一つの施策ということに

なるわけでありますけれども、施策の状況を見つつ総合的に勘案した結果、たまた

ま全ての基本目標について、「概ね順調」という自己評価をさせていただいたわけ

であります。その中でも、例えば「雇用創出数」というものを掲げながら、「達成

できていないのに『概ね順調』とは何事か」というようなお叱りを受けるかもしれ

ません。しかし、例えば農業であれば雇用という面では達成していないわけであり

ますけれども、メガ団地が進んで、えだまめでありますとかアスパラガス、あるい

はねぎ、あるいは花といったものが順調に伸びているといったことがあります。あ

るいは航空機産業であれば、齊藤委員も関係されているかと思いますけれども、目

標額を達成はしていないですが、前年を上回るような下地はできているといったよ

うなところを捉えまして、全体としてこのような評価をさせていただいたというこ

とであります。  
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● 三浦部会長 

 ありがとうございました。齊藤委員、貴重な御意見をありがとうございました。

野見山委員、もし何かあれば。よろしいですか。皆さんの方から他にございますか。

よろしいでしょうか。当局の方で何かありますか。はい、どうぞ。  

 

□ 猿橋観光文化スポーツ部次長 

 先ほどの齊藤委員からの観光の件についてのお話ですが、確かに秋田の魅力は滞

在型観光に向いていると、私どもも考えております。おっしゃったように自然や、

温泉でゆったりできて癒されるというようなところが、秋田の魅力の大きな一つと

考えております。実は最近、国外・国内含めて個人旅行がかなり増えてきておりま

して、団体旅行が逆に減ってきているという状況にございます。そういった個人旅

行のお客様は、連泊して長期滞在という形のケースが結構多くなってきております

ので、ターゲットを絞った秋田の魅力発信というものを、これから一生懸命やって

いきたいと思っております。貴重な御意見、ありがとうございました。  

 

● 三浦部会長 

 はい、ありがとうございました。時間の方もだいぶ迫ってきましたが、本当に皆

様貴重な御意見、それから御質問をありがとうございます。いずれにしろ、各委員

の皆様からもお話がありましたけれども、本当に現在は日進月歩というよりも、

刻々と状況が変化してきております。私は車屋でございますが、自動運転というの

は夢のまた夢だと思っていたのですが、もう東京オリンピックまでには完全版が出

るということであります。また情報ネットワークにおきましても、また観光におき

ましても、先ほど東北６県との連携とありましたけれども、一つひとつのカテゴリ

ーでものすごいスピードで進んでいるという感じがいたします。  

ですから、秋田だけのことを考えて進めているのには、限界があるような気がい

たします。アジアの中の秋田、あるいは東北の中の秋田、隣県の動きや民間の小さ

い事象でも、キーワードとなるような動きが非常にありますので、目立たない部分

にまで目を届かせるというのは非常に難しいことでありますけれども、これはやは

り行政の力を借りていかなければ総合力というふうにならないと思います。我々民

間の方も、自分たちの持てる力を最大限に発揮できるような動きはしたいと考えて
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おります。今日は中間の検証ということでありますので、どうか最後の完結に向か

って是非頑張っていただきたいと思います。本当に秋田の活性化は、官民合わせた

総合力ということで進めていきたいと思います。今日はどうもありがとうございま

した。  

 それでは、事務局にマイクを返します。どうもありがとうございました。  

 

９ 閉会 

□ 妹尾企画振興部次長 

 長時間の御審議ありがとうございました。以上をもちまして、平成２８年度秋田

県地方創生有識者会議を閉会いたします。どうもありがとうございました。  


